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立入調査において指摘の多い項目(保育内容)

児童の健康診断が実施されていない

窒息の可能性のある玩具等が保育環境下に置かれていな
いかなどについて、定期的に点検が行われていない
・保育室内や園庭を定期的に点検し、点検結果を記録に残してください。

サービス利用者に交付する書面の内容が不十分
・基準上定められた事項は必ず交付してください（施設の管理者の氏名,住所や提携する

医療機関の名称,所在地,提携内容など全8項目）。

外部研修等への参加、施設内研修の実施がない

児童の基本的な発育チェックを行っていない
・児童の発育状態を把握するため、毎月定期的に行ってください。

保護者との連絡状況が不十分（3歳児未満）
・3歳児未満については原則連絡帳（電子可）にて連絡を行い、少なくとも「体温」,

「排便」,「食事」の状況は必ず記載してください。
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入所時及び入所後の定期的な健康診断は
行われているか

≪児童の健康診断≫

継続して保育している児童の健康診断を入所時（利
用開始日）及び１年に２回、学校保健安全法に規定す
る健康診断に準じて実施

入所時（利用開始日）及び１年に２回の健康診断が実施
されているか。

（定期的な健康診断は、おおむね６月毎に実施）
※定期的な健康診断について、施設において直接実施できない場合は、保

護者から健康診断書又は母子健康手帳の写し（おおむね６月以内の乳幼

児健診の記録）の提出を受けること。
※入所時（利用開始日）の健診については、保護者からの健康診断の結果（４か月以内に受診しているも

のに限る。）の提出がある場合等は、これにより入所時の健康診断がなされたものとみなす。
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子供の人権に配慮した保育①
（保育所保育指針抜粋）

保育所は、子どもの人権に十分配慮するとともに、子ども
一人一人の人格を尊重して保育を行わなければならない。
（第１章１（5）保育所の社会的責任）

一人一人の子どもの状況や家庭及び地域社会での生活の実
態を把握するとともに、子どもが安心感と信頼感をもって
活動できるよう、子どもの主体としての思いや願いを受け
止めること。（第１章１（３）保育の方法ア）

 職員の資質向上に関しては、次の事項に留意して取り組
むよう努めなければならない。
子どもの最善の利益を考慮し、人権に配慮した保育を行う
ためには、職員一人一人の倫理観、人間性並びに保育所職
員としての職務及び責任の理解と自覚が基盤となる。 （第
５章１（１）保育所職員に求められる専門性）
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子供の人権に配慮した保育②、虐待の防止

近年、全国各地の保育所において、園児に対する虐待
等の事案が相次いでいる。

保育所として、児童の権利擁護に取り組んでいくこと
が重要である。

児童一人一人の人格を尊重した保育を実施するため、
日頃から、職員間での共通理解を図っておくこと。

保育所保育指針に基づき、計画的に保育の環境を
構成し、工夫して保育を行うこと。
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子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に

関するガイドライン（令和５年５月 こども家庭庁）

令和４年１２月、国が保育所等における虐待等の不適切な保育へ
の対応等に関する実態調査を実施

調査の結果
 「不適切な保育」の捉え方や

 保育所、自治体における取組・対応にばらつきが見られた

虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドラインを策定

 今まで必ずしも明確ではなかった「不適切な保育」や「虐待等」の考え方を明
確化

 虐待等の防止及び発生時の対応に関して、保育所等や各自治体に求めら
れる事項を整理

調査結果を踏まえ



保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等
に関するガイドライン（こども家庭庁）
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保育所等における職員によるこどもに対する虐待の
行為類型と具体例（ガイドライン）
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行為類型 具体例

ネグレクト

・ こどもの健康・安全への配慮を怠っているなど。例えば、体調を崩しているこどもに必要

な看護等を行わない、こどもを故意に車の中に放置するなど

・ こどもにとって必要な情緒的欲求に応えていない（愛情遮断など）

・ おむつを替えない、汚れている服を替えないなど長時間ひどく不潔なままにするなど

・ 泣き続けるこどもに長時間関わらず放置する

・ 視線を合わせ、声をかけ、抱き上げるなどのコミュニケーションをとらず保育を行う

・ 適切な食事を与えない

・ 別室などに閉じ込める、部屋の外に締め出す

・ 虐待等を行う他の保育士・保育教諭などの第三者、他のこどもによる身体的虐待や性

的虐待、心理的虐待を放置する

・ 他の職員等がこどもに対し不適切な指導を行っている状況を放置する

・ その他職務上の義務を著しく怠ること など

保育所等における、職員によるこどもに対する虐待

身体的

虐待

・ 首を絞める、殴る、蹴る、叩く、投げ落とす、激しく揺さぶる、熱湯をかける、布団蒸しに

する、溺れさせる、逆さ吊りにする、異物を飲ませる、ご飯を押し込む、食事を与えない、

戸外に閉め出す、縄などにより身体的に拘束するなどの外傷を生じさせるおそれのある行

為及び意図的にこどもを病気にさせる行為

・ 打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭蓋内出血などの頭部外傷、内臓損傷、刺傷など

外見的に明らかな傷害を生じさせる行為 など

性的虐

待

・ 下着のままで放置する

・ 必要の無い場面で裸や下着の状態にする

・ こどもの性器を触るまたはこどもに性器を触らせる性的行為（教唆を含む）

・ 性器を見せる

・ 本人の前でわいせつな言葉を発する、又は会話する。性的な話を強要する（無理やり

聞かせる、無理やり話させる）

・ こどもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆を行う

・ ポルノグラフィーの被写体などを強要する又はポルノグラフィーを見せる など

行為類型 具体例

心理的虐

待

・ ことばや態度による脅かし、脅迫を行うなど

・ 他のこどもとは著しく差別的な扱いをする

・ こどもを無視したり、拒否的な態度を示したりするなど

・ こどもの心を傷つけることを繰り返し言うなど（例えば、日常的にからかう、「バカ」「あほ」

など侮蔑的なことを言う、こどもの失敗を執拗に責めるなど）

・ こどもの自尊心を傷つけるような言動を行うなど（例えば、食べこぼしなどを嘲笑する、

「どうしてこんなことができないの」などと言う、こどもの大切にしているものを乱暴に扱う、壊

す、捨てるなど）

・ 他のこどもと接触させないなどの孤立的な扱いを行う

・ 感情のままに、大声で指示したり、叱責したりする など

※このほか、こどもの心身に有害な影響を与える行為を含め、虐待等と定義する。

※個別の行為等が虐待等であるかどうかの判断は、こどもの状況、保育所等の職員の状況等から総

合的に判断する。その際、保育所等に通うこどもの立場に立って判断すべきことに特に留意する必要が

ある。

※上記具体例は、「被措置児童等虐待対応ガイドライン」や「障害者福祉施設等における障害者虐

待の防止と対応の手引き」等で示す例を参照し、保育所等向けの例を記載したもの。

※保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和
5年5月こども家庭庁）より抜粋、一部加工
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家庭における虐待の早期発見
児童虐待の防止等に関する法律

第５条：児童福祉施設の職員等は、児童虐待を発見しやすい立場
にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならな
い。

保育所保育指針

第３章１（１）ウ：子どもの心身の状態等を観察し、不適切な養
育の兆候が見られる場合には、市町村や関係機関と連携し、適切
な対応を図ること。また、虐待が疑われる場合には、速やかに市
町村又は児童相談所に通告し、適切な対応を図ること。

次のようなことに気付いたら、区市町村・児童相談所へ連絡してください。

① 不自然な外傷（あざ・打撲・やけど等）がある。
② 衣服や身体が極端に不潔である。 ③ 食事に異常な執着を示す。
④ 極端な栄養障害や発達の遅れが見られる。（低身長・低体重）等



窒息のリスクのある食材を除去しているか。

例：丸のままのミニトマト・ブドウ・節分の豆・餅・白玉団子、りんご等

睡眠時は顔が見える仰向けに寝かせ、児童の顔色や呼吸の状態
をきめ細かく確認しているか。

登園時や園外活動の前後等、場面切り替わり時は、児童の人数
確認について、ダブルチェックを行っているか。

児童の欠席連絡等の出欠状況について、保護者への速やかな確
認や職員間の情報共有を行っているか。

園外保育は、複数の職員が対応しているか。

プール活動等を行う場合は、専ら監視を行う者とプール指導等
を行う者を分けて配置しているか。

児童の安全確保（事故防止関係）
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別動画「認可保育所の指導検査について（保育園での事故を防ぐために）」も
あわせてご覧ください。



出典：教育・保育施設等における睡眠中及び食事中の事故防止に向けた取組の徹底に
ついて（令和5年4月27日付こども家庭庁・文部科学省連名事務連絡）
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出典：教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン【
事故防止のための取組み】～施設・事業者向け～（平成28年3月）

重大事故が発生しやすい場面ごとの注意事項
（食事中）



救急対応策の徹底
常時、複数職員配置が徹底されていますか？
・緊急時に適切に対応するためにも、常時職員を複数配置しておくことが重要です。

・１日に保育する乳幼児が常時５人以下の施設で、有資格者が１人で保育している場合、緊急

時に近隣の応援体制が得られるようにお願いしておく等、体制づくりが必要です。

迅速な対応の手順を把握していますか？
・緊急対応のマニュアルの作成・見直しを行いましょう。

・緊急連絡先を整備しておきましょう。（保護者、消防・病院等の連絡先等）

緊急時の役割分担は明確になっていますか？
応急処置、救急蘇生、救急車の出動の要請、医療機関への同行、事故の記録と保護者及び嘱

託医や関係機関等への連絡等といった具体的な行為に関する分担と、指示系統を明確にしてお

きましょう。

全職員が救急蘇生法や応急処置について熟知してい
ますか？
定期的に救急対応訓練を行いましょう。全ての職員が対応できるようにしましょう。
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（最後に）
認可外保育施設の指導監督は・・・
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☆子どものため ・・・ 安全の確保・

保育の質の向上

☆保護者のため ・・・ 安心のため

☆園及び職員のため ・・・ リスクマネジメント

今後とも御協力をお願い申し上げます


